オーストラリアにおける司法権理解 by 成瀬 トーマス 誠
國士舘法學第53号  （2020. 12）　133
《論  説》
オーストラリアにおける司法権理解




















































































































































































で、残る１項目（すなわち 75条５号）については Marbury 判決を踏まえ
て盛り込まれた規定であると述べられている（52）。制定過程でみられた見
解と同様に、アメリカとの強い近似性がうかがわれる。












































































































Moorehead 判決における Griffi  th 主席判事の見解と Tasmanian Brewery
判決における Kitto 判事の見解が挙げられる（73）。
1909年の Moorehead 判決は Coal Vend と呼ばれたカルテルのメン

















次 に、Tasmanian Brewery 判 決 に つ い て み て い き た い。”Trade 
Practices Act 1965-1967”の Part VI は、同法 Part II によって設置され
る”Trade Practices Tribunal”に同法 Part IV で定められた行為等につ
いて調査・審判（inquire and determination）する権限を付与していたと
ころ（78）、当該権限が司法権に含まれるか否かが争点となった（79）。同判決
において Kitto 判事は司法権について「事実関係を確定し（ascertaining 
facts）、法的基準を適用し、適切な場面においては司法裁量（judicial 


































































































































































































































































いわゆる Boilermaker’s case である（159）。当時において、州際労使紛争
の管轄権を連邦の裁判所である”Commonwealth Court of Conciliation 
and Arbitration”が有していた。Boilermakers’ Society of Australia が
Metal Trades Employers’ Association との間の仲裁で示された条件
に違反したことから同裁判所が差止命令（injunction - type -order）を下
したが Boilermakers 側が従うことを拒否したため、後に法廷侮辱罪
（contempt）として罰金が言い渡された（160）。これに対し、Boilermakers’
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